基本方針の策定
事業継続計画（ＢＣＰ）策定の目的と方針
事業継続に関する基本方針
本院は、大規模災害時においてもその社会的役割を果たすため、以下のとおり基本方針を定める

①職員の安全と健康を第一として対応する
本病院は、「質の高い医療を提供し、地域や市民を守る」の理念のもとに、災害時においても病院機能を可能な限り維持する。そのためには、病院の職員の安全と健康が基盤となる。そこで、災害時においても職員が安全と健康を維持したまま働ける職場環境となるように準備する。

安否確認の策定
4.災害時の行動計画
１各部門共通の初動対応
（１）職員の安否確認
・各部門で点呼又は緊急連絡網を活用し、安否を把握する。
・各部門の責任者は、把握した職員の安否状況を災害対策本部へ報告する。
（診療時間内）
・点呼等により職場にいる職員の安否確認を行う。
・外出又は休暇等の職員については、緊急連絡網を活用し、安否確認を行う。
（診療時間外・休日）
・責任者（代行者含む）は、点呼等により職場にいる出勤者の確認を行う。また、非出勤者へは緊急連絡網を活用し、安否確認を行う。

24時間勤務体制の策定
5.災害の特性に応じた態勢の構築
5.1被災状況に応じた持続可能な態勢の構築
災害対応は、発災時間帯や災害規模等に応じた態勢で対応することとなるが、特に大規模災害の発生直後は、24時間態勢で非常時優先業務に従事することが想定されるため、早期に持続可能な態勢を構築することが重要となる。災害対応が長期にわたる場合は、早期にローテーションを組むなど、持続可能な態勢を早期に確立する。ローテーション勤務を決定する際に、発災後最初の正規の勤務時間が終了するまでに整理するよう努め、特に夜間の休憩時間を十分に確保するなど、職員の健康維持に配慮する。災害対策本部会議等において、各局等にも持続可能な態勢構築を指示する。災害対策本部等は、被害への対応状況等を踏まえ、必要に応じて、態勢の維持・縮小、業務密度の低い部署から高い部署への配置転換の必要性等を判断する。非常時優先業務に従事する必要がある職員については、引き続きローテーション勤務で対応する。また、配置転換の必要があると判断した場合、配置転換を命じられた職員は、配置転換後の業務が決定されるまでの間、職場待機し、配置転換後は、ローテーション勤務で対応する。災害対応が長期にわたることが想定される場合、各局等は、早期に24時間以上の休憩を交代で与えるなど、自宅の被害状況の確認等に戻れるように配慮する。
＜ローテーション勤務の考え方＞
・24時間対応の場合、勤務時間を３分割する３交代制と、２分割する２交代制とが主として考えられる。
・勤務時間外の発災の場合など、特に非常時優先業務に従事する職員が少ない発災当初は、参集時刻が遅い職員を最初の交代要員として指定し、ローテーションを組むなど、従事可能な職員を可能な限り継続的に確保できるよう工夫することが求められる。
・発災当初など、夜間であっても対応する業務が多く、従事可能な職員数が少ない場合には、１日11時間勤務で休憩時間２時間とするなど、２班２交代制による勤務が考えられる。
・２班２交代制による勤務は、特に参集職員数の少ない時期に有効であるが、長期にわたり24時間対応が必要となることが見込まれる場合には、早期に４班３交代制に移行するなど、職員の休日についても考慮する必要がある。
【３交代制勤務の例】
・正規の勤務時間である１日７時間45分勤務を基に休憩時間を１時間とし、４班３交代制による勤務を考えた場合、勤務時間の重複する45分間については、引継ぎ時間として確保し、円滑な業務遂行が可能となるよう配慮する必要がある。
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※公共交通機関が動いているときには、終電の時間を考慮してシフトを組むなど、柔軟に対応することが重要
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※対応する職員が不足し、休日を考慮したローテーションを組むことが困難な場合であっても、各業務を担当する全職員が、常時対応しなければいけない状況とは限らない。各業務の特性に応じて、可能な限り交代で休憩が取れるよう、所属長や班長などが配慮することが、長期にわたる災害対応においては重要。

休憩・宿泊場所の策定
5.2休憩・宿泊場所の確保
東京都帰宅困難者対策条例（平成24年東京都条例第17号）を参考に、交通機関の停止が長期にわたると想定される場合、原則として発災後３日間は病院内に待機する。非常時優先業務に従事しない職員及びローテーション勤務において非番となる時間帯に当たる職員については、交通機関の運行状況等を踏まえ帰宅可能とするが、帰宅することが困難な場合は職場内等で休憩する。災害対応が長期にわたることが想定される場合、各部門は、早期に24時間以上の休憩を交代で与えるなど、自宅の被害状況の確認等に戻れるように配慮する。
5.2.1休憩・宿泊場所
時間：発災6時間後～当日中（24時間以内）および翌日に設置する
場所：5階501室（男性用30名）、6階601室（女性30名）（計60名）
必要物品（保管場所・数量）：毛布、暖房器具、ホッカイロ、耳栓、アイマクス、マット、パーティション（それぞれ60名分用意する）
5.2.2休憩・宿泊場所ルール
①仮眠時間は、職種にて違いがある為、後から来た職員は先の仮眠者の邪魔にならないように配慮し休憩・睡眠をとる。
②休憩・睡眠スペースは喫食をしない。
③軒をかく者は、集団の中で睡眠をとる事は厳しい為、上司が配慮する。
④風邪症状、有熱等、感染の恐れがある職員は、隔離スペースが取れる様に配感する。
5.3.3休憩・宿泊場所が院内に確保できない場合
①□□ホテルなどと、有事に備え協定を結ぶ事も考慮する。
②協定が結べていない時は、直に相談し空室を借りる事を相談する。（災害対策本部：事務長、室長）

産業保健職の役割の策定
6.発災後の職員の健康管理
6.1危機事象発生時の健康管理の概要
目的
危機時には病院職員が平常時とは違う様々な職業性ストレスに曝露し、健康問題が起きる可能性が高い。健康障害リスクの高い職員を可能な限り同定し健康管理的支援を行うとともに、支援の枠組みから逸脱しがちな病院職員にも目を向け、職員の長期的な健康障害の発生を予防する。また、災害時の過重な労働は常に正確性を期待されている医療においても影響を及ぼす可能性があることも忘れてはならない。したがって、健康障害防止は単なる病気予防にとどまらず、過重労働による集中力の低下などを回避し医療上のインシデント・アクシデント防止という医療安全という視点においても実施されていることにも留意されたい。
基本方針
BCPの基本方針である「職員の安全と健康を第一として対応する」に則り、災害時においても職員が安全と健康を維持したまま働ける職場環境を維持すること、および、職員の健康障害の予防と最小化を目指す。

6.2体制
6.2.1災害時の健康管理支援体制
	担当
	役割

	健康管理センター長
	災害時の健康管理対応総括を行う。災害対策本部会議にも参加し情報収集や情報発信を行い、健康管理体制のほかのメンバーへの情報共有を実施する。

	副センター長
	保健センター長の統括支援。病院産業医を兼務していることから具体的な災害対応計画の策定、および事務局・人事課健診係への一時的な指示機能を持つ（災害BCP発動時に限る）

	産業医・保健師・心理職
	病院職員のスクリーニングの実施およびサポート、ハイリスク者や面談の申し出のあったものに対して面談を実施する。

	病院事務局
	大学職員・事務局職員のスクリーニングの実施およびサポート、ハイリスク者や面談の申し出のあったものに対して面談を実施する。保健センター長からの要請に応じて一時的な病院職員の業務の請負を行う。

	保健センタースタッフ
	スクリーニングツール選定、スクリーニングのスコアリング、ハイリスク者の面接調整、相談窓口の初期対応を実施する。

	人事課健診係
	スクリーニング用紙の配布、回収などを実施する。その他必要な後方支援を実施する。


また、災害の程度により必要に応じて、病院神経精神科医師や、外部支援機関と連携し職員の健康管理に努める。
6.2.2災害時の招集基準
病院で災害対策本部が設置され、BCPが発動した場合の招集基準は以下のとおりとする。
	災害度
	

	A：大学病院の機能・インフラは健在であるが周辺地域が被災した場合
	保健センター長・副センター長に災害対策本部から一報。招集依頼に応じて対応。招集しない場合においても常に電話連絡の取れる準備をしておく。

	B：災害により大学病院の機能・インフラに一部破損が生じた場合
	保健センター長・副センター長は直ちに大学に帰学し、災害対策本部において状況を把握。必要に応じて健康管理支援体制メンバーの招集を実施する。


	C：災害により大学病院の機能・インフラに多くの損傷が生じ日常業務に影響の出ている場合。
	保健センター長・副センター長は直ちに帰学し、災害対策本部において状況を把握。ほかの健康管理支援体制メンバーは、自身、家族等の安全を確保したうえで、可能な限り災害対策本部に参集し、その後、保健センター長の指揮下で活動を開始する



メンタルヘルス対策の策定
6.3健康管理の実施内容
6.3.1ハイリスク者への対応
次に定める高リスク者・部門や高リスク環境に従事した者に面談や連絡を行う。
6.3.1.2高リスク者・部門の事前想定
・就業上の措置を実施中の者
・本人が被災し何らかの体調不良をきたした者
・過去3年以内に健康面で就業上の措置を受けた実績のある者
・家族が被災し死亡・入院等の措置が必要な者
・自宅が被災し避難所から通院している者
・救急部など被災患者の直接的な対応・トリアージ対応する者
・クレーム対応・広報担当部門（医療支援課、広報等）
・病院長、副院長、災害対策本部長など管理部門
6.3.1.3
高リスク職場環境の事前想定
・連続36時間以上勤務時間曝露
・週60時間以上の勤務
・普段死体を見ない職種が死体を見る場合

長時間労働対策・連続勤務防止の策定
6.3.2長時間労働対応
6.3.2.1人事課との連携
人事課と連携し、労務管理の情報を入手する
6.3.2.2本部への助言
災害対策本部会議で長時間労働に対する注意喚起を行う
6.3.2.3面談
以下の者には、産業保健スタッフが面談を翌月までに実施する。
・月80時間以上の勤務に従事した者

健康相談窓口の策定
6.3.3健康相談窓口の周知
全従業員に対して、健康上の問題がある場合の相談窓口として広報を行う。本人からの申し出のみならず、上司からの申し出も積極的にうけることも併せて周知する。

6.3.4スクリーニング
スクリーニングについては「実施すべき項目」ではなく、実施を検討する項目でありその時の状況に応じて保健センター長の判断で実施の可否や、実施方法、実施時期を検討する。
6.3.4.1健康チェックの方法
疲労蓄積度チェックリスト、ストレスチェックに加えて、K6、WFunを用いて実施する

6.3.5健康情報の発信
全従業員に対して、災害時に特有の健康障害に関する情報を発信する。発信する内容や頻度、方法は、その時の状況に応じて保健センター長が判断する。
発信内容の候補
・災害時の持病の管理
・災害時の睡眠の工夫
・災害時の食事の取り方
・災害時のメンタルヘルスセルフケア（呼吸法・感謝法・筋弛緩法）
・災害時のストレッチ
・災害時のお酒との付き合い方
・災害時のセルフチェック（PTSD、バーンアウト）
・災害時のコミュニケーションの工夫
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